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要詔  

市場統合という政策によって、企業というミクロ的主体がどのような影響を受け、どのような行動を  
とるのかを、欧州の自動車企業を主題に観測する。その結果、欧州市場統合が理論的目標に合致する  

ものであったことを示す。Ⅱでは市場統合によって想定される理論的目標を示す。ⅢではⅡの目標を  
達成するために、自動車分野において実施された具体的な市場統合措置を示し、つづくⅣでは、Ⅱの  

理論的目標が欧州市場統合で実際に達成されたかどうかを、自動車企業の行動変化の中で探る。以上  
までで、欧州市場統合が企業主体に及ぼした影響は、理論的目標に合致するものであったと証明する。  
最後にⅤでは、欧州市場統合効果の是非について欧州委員会はその『The Single M訂ket Review（以  
下「単一市場レビュー」）』1）において、「仮説の階層構造」モデルを用いて判断している点を紹介し、  
このモデルの問題点を考察する。以上が本文の構成である。  

Ⅰ はじめに   

自動車産業にとって、欧州は主戦場である。世界的な企業がこの地に密集し、日々凌ぎを削ってい  

る。この戦いを一層加速させたのが、欧州市場統合である。1993年に完成した市場統合は、長い間規  

制の庇護下にあり競争の欠如により凝り固まった「欧州硬化症（Eurosclerosis）」の打開策と目され  

ていた。したがって、この市場統合が導くものは競争に他ならず、この過去に例を見ない大変化が欧  

州の人々の生活に与える影響は小さくない。この論文では、市場統合という政策によって、企業とい  

うミクロ的主体がどのような影響を受け、そしてどのような行動をとるのかという問題意識の下、そ  

の例として欧州市場統合による欧州自動車産業の行動の変化を観測することで、欧州市場統合が理論  

的目標に合致するものであったことを示す。   

自動車産業に焦点をあてるのには以下の理由がある。自動車産業は製造業の中でも、特に裾野の広  

い産業であり、三万点に及ぶといわれる膨大な部品を必要とするので、下請け企業や関連企業（鉄、  

ガラス、アルミニウム、ゴム、化学繊維など）が多数存在し2〉、欧州での自動車関連の就業者数は全  

製造業就業者の8％となっている。それ故、自動車産業の動向がEU地域に与えるインパクトは大きい  

と考えられる。また、この大競争時代の中で、自動車は「世界商品（Madein Gldbal）」3）と呼ばれる  

ほど国境を越えた効率的な体制の構築と再編を要求するため、その変化を捉えることが企業行動の特  

徴の深い理解に繋がるからである。  
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Ⅱ 市場統合の理論   

ここでは市場統合に関する理論として、直接投資の創出効果・転換効果と独占的競争モデルについ  

て見たい。この二理論から、市場統合によってどのような変化が起こると考えられているのだろうか。  

（1）直接投資の創出効果・転換効果   

市場統合により、貿易の創出効果と転換効果が生じるが、キンドルバーガーは、これに伴いその効  

果を強調または抑止するように個々の企業が行動する結果、直接投資の創出効果と転換効果が生じる  

と指摘した。4）すなわち市場統合と直接投資の関係である。これをさらに発展させ、国連は直接投資  

の創出効果と転換効果を四分類している。5）域内に拠点のある企業がとる行動は、「再組織化投資」と  

「合理化投資」である。域外にのみ拠点のあった企業がとる行動は、「防衛的輸入代替投資」と「攻撃  

的輸入代替投資」である。尚、これらの点については安藤の論文に詳しい。6）それらを以下に示す。  

「再組織化投資」：市場統合による関税の撤廃によって、域内加盟国での流通コストがなくな  

り、再計算の結果、生産コストが最も低い加盟国へ行われる直接投資のことである。  

「合理化投資」：市場統合によって混模の経済が発生し、より激しい競争が起こる。この兢争  

の中で、企業は非効率な活動を整理し、資金をより将来性のある分野に投入する。この際に行  

われる選択と集中に合わせた直接投資である。  

「防衛的輸入代替投資」：市場統合によって、域外企業は域内に拠点を持つ企業に比べて、域  

内に輸出を行う際に相対的に不利な立場になる。この不利益を回避するために、域内に拠点を  

持つための直接投資である。  

「攻撃的輸入代替投資」：加速した競争に伴い、その地域の生産性と潜在成長率が上昇するこ  

とが考えられる。その利益を享受するために、域外に立地する企業は、輸出するよりも直接投  

資を行うことが考えられ、この直接投資を指す。  

以上により、市場統合と直接投資の関係から示唆される市場統合の結果は以下である。  

i．（加盟国内での、または域外地域からの）直接投資の増加  

迫．加盟国内での最適分業  

（2）独占的競争モデル   

自動車産業は、単位あたり費用が企業規模に依存して低下する「内部鹿模の経済」が存在する産業  

である。こうした状況下では、小企業より大企業にとって有利な費用構造となり、寡占状態となる。   

また①産業内の企業同士が全く同質的ではないが代替可能な財を生産しているとき、かつ②競争相  

手の設定した価格が各企業にとって所与であるとき、各企業は自らの特定の財を生産している唯一の  

企業となり独占企業と呼ばれる。クルーグマンらは、この状態を寡占の中でも特別なケースとして独  

占的競争モデルとして、その代表的な例として欧州の自動車産業を挙げている。7）   

独占的競争産業においては、企業数と企業がつける価格は、市場の規模に影響される。今、市場統  

合によって市場規模が拡大すれば、企業は親模の経済により、より安価で生産することが可能となり、  

消費者はより安い価格で多品種の製品を利用できるようになる。   

また規模の軽済を達成するために、各々の企業はその生産を特定拠点に集中する。この結果、産業  

内貿易が盛んになる。加えて、企業が市場統合の利益をより享受しようとするために、対域外固より  

も加盟国同士での産業内貿易が盛んになると考えられる。さらに通貨統合による表示形態の統一は、  

価格差を明示的にし価格の収欽を促す。  
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したがって、独占的競争モデルから示唆される市場統合の結果は以下である。  

敢．欧州域内の車体価格の均一化  

如．モデル数の増加  

Ⅴ．（特に加盟国間での）産業内貿易の増加  

i～Ⅴの変化が、欧州市場統合の際にも起こったかをⅣで考察するが、その前にⅢで、どのような政  

策が自動車産業になされたのかを確認する。  

Ⅲ 自動車分野における市場統合措置  

1985年EC委員会（現在の欧州委貞会）は『theSingleMarketProgramme』（以下SMP）を発表  

し8）、欧州は市場統合に向けて動き始めた。このⅢでは今までに実施されてきた自動車産業に関連の  

ある、市場統合政策について示す。これは大きく二つに分類され、一つはSMPとして実施されたもの、  

もう一つはSMPには含まれていないものの、市場統合を目指しているいくつかの政策である。  

（1）SMP関連措置   

自動車分野に影響を与えたSMP措置は、大きく二種類に分けられる。一つは欧州域内の全ての産業  

に対して行われた「水平的措置」、もう一つは自動車産業のみを対象とした「部門特定措置」である。  

「水平的措置」は、全産業において、各国の諸規制を調和化することで市場アクセスを改善するこ  

とを目指している。道路輸送システム、為替レートの変動、公共調達制度、知的所有権保革の4分野  

において、効率化のための措置がとられた。  

「部門特定措置」が着目したのは、自動車に関わる規格・基準や行政手続の違いが域内の競争を阻  

害している点であり、これを排除することによって、より効率的な市場で域内自由競争を促進するこ  

とが目指された。自動車はその産業特性として、安全性などの重要な課題があり、このため各国は自  

国の制度にこだわりを有していたが、EU内での単一基準の導入にこだわらず相互承認も認めることで  

合意に至った。措置がとられたのは、車輌の承認、重量制阻、排出物規制の3分野である。特に車輌  

の承認についてはお互いの国の車種を無条件で認めあう「全型式認証制度」がとられ、後述するよう  

に、これがメーカーに与えた影響は大きい。  

（2）SMP以外の措置   

SMPには含まれていないものの、域内の自動車産業に影響を与えるいくつかの政策があった。これ  

らもこの市場統合期の自動車産業への影響を見る上で、欠かすことはできない。特に影響の大きかっ  

たものは、日本車輸入制限の廃止とブロックエグゼンプションの改訂である。   

欧州では日本車輸入制限が長年に渡って続いてきた。9）80年代、欧州では日本車に対する評価が高  

く、そのため自動車生産国の警戒心は非常に強かった。1982年以前は自動車生産国で国別の輸入規制  

があり、83年以降は日本とECの協議によって、まずEC域内の総量を決めた後、更に自動車生産国  

別の数量規制がかかるという、いわば二重の規制が存在していたのである。これに対処する形で、92  

年以降は現地生産比率が増加し、数量規制も段階的に撤廃されてきたことが、図表1に示されている。  

しかしその後もガイドラインという形での規制が数カ国で存在し続け、これが撤廃され、完全に自由  

化されたのが2000年である。この間に、日本の自動車メーカーは、数量規制の中で販売体制を充分築  

くことができず、また逆に、割り当て枠が存在したことで一定の販売ができたことから、欧州での競  

63   



争力がそがれ、自由化後も直ちにシェアが大幅に増加するということはなかったが、今後の欧州自動  

車産業において、この完全自由化の意味は大きい。   

次に欧州ではブロックエグゼンプションという独禁法の適用除外が、長年にわたって存在してきた。  

10）これは車の安全確保と安定供給という名目の下で、ヨーロッパの自動車メ｝カーは、テリトリ｝を  

縛る契約、専売契約、純正品を特定のところにしか販売できない契約を販売店に対して結ぶことが許  

されていたのである。これにより、メーカー間の競争は非常に阻害され、販売店と消費者は不利益を  

被ってきた。ドイツ自動車企業などの強い反対もあったが、欧州委員会は2002年にこのブロックエグ  

ゼンプションを図表2のように改訂し、メーカーは専売契約や販売店の商圏を縛ることができなくな  

った。これにより、販売店の自由度は大きく増すことになるが、メーカーにとっては従来の供給構造  

が一変し、ますます競争が激化することが考えられる。  

Ⅳ 市場統合期以降の欧州自動車企業の行動変化   

Ⅱで見たi～Ⅴの変化が、欧州統合においても確認されるかどうかを、本章で検討する。まず欧州  

の自動車市場について外観し、当該変化について述べる。  

（1）欧州の自動車市場   

まず欧州の自動車市場について概観する。現在、EU十五カ国とEm三カ国を合わせた欧州十八  

カ国における自動車市場規模は1650万台と、一国では世界最大を誇るアメリカと同様の親模を誇る。  

580万台規模の日本と比べると、約三倍の市場規模であることがわかる。   

欧州域内には世界的なメーカーが乱立している。メーカー数が多いこと、また図表3に示されるよ  

うに、上位のメーカーの市場占有率が日本やアメリカに比べ低いことが特徴的である。このことが競  

争を一層加速させている。  

（2）自動車企業の行動変化  

A：クロスボーダーMAAs   

グローバル競争が激化する中で、欧州自動車企業では競合他社との合併・買収（Mergers＆  

Acquisitions）や提携伍劇iances）（以下、両者を併せてMAAs）11）が急激に増加している。欧州自動車  

産業において、MAAsが積極的に推進されたのは、欧州統合を呪んだ80年代以降である。特に買収と  

資本参加に関しては、二つの大きな潮流があった。12）一つは欧米量産メーカー・米系グローバル企業  

による、欧州カスタムメーカーの買収。もう一つは研究開発・生産・市場開拓コストの節約のための、  

競合他社との協力である。   

前者が進められた原因が、企業のブランドセグメント戦略である。これは異なるセグメントごとに  

必要とされる商品を出すため、一つの企業体の中に異なる数種のブランドを保有する戦略である。『単  

一市場レビュー』によれば、この背景には、グローバリゼーションに伴って鞘費者の好みがより流動  

的になり、母国の商品にこだわらなくなってきていることがある。13）消費者が商品の特徴を明確に認  

識できるように、ブランドをより明確に打ち出すことが必要になっている。フォードによるジャガー  

の保有、BMWによるローバーの保有などがその典型である。   

後者に関しては、成熟した自動車産業は、競争環境の激化に伴ってリストラクチェアリングの必要  

に直面しており、内部的に経営資娠を組み換えることが必要であったためである。14）   

『単一市場レビュー』では、MAAs推進の理由として、生産コスト削減の思惑、技術的協力の思惑、  
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新製品を市場に出す際のリスク削減の思惑が挙げられている。   

以上のクロスボ｝ダーMAAsの増加により、仮説ii加盟国内での、または域外地域からの直接投資  

の増加が証明される。  

B：市場の階層化と拡大   

よりコストの安い周縁地域・国への投資が活発化してきている。図表4では、ポーランドにおける  

自動車生産台数の増加が示されている。また近年ではEU市場への生産基地としての投資のみならず、  

東欧などでの現地市場向けの投資もみられる。図表5は、ハンガリーでの販売台数の増加を示してい  

るが、このような現地向け廉価大衆車モデルの生産を行うための投資が行われている。   

このように、質のレベルで階層化された市場がEU域内とその周縁国を巻き込んで出現し、その市  

場に合わせた特定モデルを特定生産拠点で集中生産する、産業内での質による住み分けがみられる。15）  

このことからも仮説i直接投資の増加を証明することができる。   

また統合によって、図表6に示されるように、流通時間とコストの削減が行われたために、このよ  

うな選択と集中による階層化は、域内での産業内貿易を進展させている。図表7では、各国における  

機械・輸送機器の域内貿易の増加が示されている。以上のように、仮説Ⅴ（特に加盟国間での）産業  

内貿易の増加が証明される。  

C：各部門おける欧州域内を中心とした選択と集中   

以上のA・Bでは企業としての戦略の変更であったが、ここでは企業内の各部門に関する変化につ  

いて見てみる。『単一市場レビュー』の中では、自動車企業内の部門として、R＆D・調達・生産・販  

売の4分野に分けられているが、このいずれの部門においても、欧州域内を中心とした選択と集中が  

始まっていることがわかる。16）   

R＆Dにおいては、「全型式認証制度」によって大幅に効率的になった経費や期間を、新たな投資に  

回すことができるようになった。生産においては前述のように低コスト周縁地域・国への投資が拡大  

しており、調達ではサプライヤーの部門でもM＆Aが多発し、契約サプライヤー数の選別・集中がお  

きている。販売においては、現在のところ大きな変化は見られないが、これまで存在していたブロッ  

クエグゼンプションによるところが大きいと考えられる。2002年の改訂で、競争を妨げていた部分が  

取り除かれることにより、今後は一層の販売システム間の統一性が進展すると考えられる。17）   

いずれの部門においても、欧州統合が域内での活動にメリットを生じさせ、このメリットを規模の  

経済によって最大限生かすための戦略がとられている。このことから、仮説追加盟国内での最適分業  

が証明される。  

D：モデル数の増加  

『単一市場レビュー』の中では18）、図表8のように、89年と95年の各国での上位10モデルの市場  

占有率を比べており、のきなみ10モデルトータルでの占有率が下落していることがわかる。これはす  

なわちモデル数の増加が考えられ、特にドイツとフランスでその傾向が顕著であった。このことから  

仮説如が示される。  

E：欧州域内の車体価格   

市場統合によって車輌の価格が下がったかどうかが論点であるが、それ以前の問題として、域内各  
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国での車体価格のばらつきがある。欧州委員会は自動車の価格差の収飯を重要な課題と認識しており、  

1年に2回、域内各国の車体価格を発表し、自動車メーカーに対して域内価格差を12％以内に抑える  

ように指示している。図表9を見ると、価格は依然として開きがあるものの、収赦傾向にあることが  

わかる。ここで重要なことは、図表10に示されているように、税抜き車両本体価格で比べるよりも、  

税込み販売価格で比べるほうが、その相違が小さいことである。19）すなわち、図表11のように、各  

国の税制の差が車両価格のバラつきの一因であることがわかる。またもう一つの原因は、2002年まで  

のブロックエグゼンプションの存在である。改訂が行われた今後は、メガディーラーなどの誕生によ  

り、価格の統一が進んでいくと思われる。  

以上より仮説揖「車両価格の均一化」は、部分的に確認された。  

（3）結論  

以上から、Ⅱで理論的に示された以下の仮説について達成が確認された。  

i．（加盟国内での、または域外地域からの）直接投資の増加  

ii．加盟国内での最適分業  

如．モデル数の増加  

Ⅴ．（特に加盟国間での）産業内貿易の増加  

また以下の仮説については、その傾向が確認された。  

揖．欧州域内の車両価格の均一化  

以上より、欧州市場統合が企業間競争を加速させる効果があり、その政策の有効性は認められた。  

Ⅴ 『単一市場レビュー』における見解   

Ⅳにおいて仮説の全てについて確認され、欧州市場統合は企業主体に有効に働くことが証明された。   

しかし一方で、欧州委員会の『単一市場レビュー』では少々異なる見解がある。この事では、『単一  

市場レビュー』について簡単に考察し、それに対する批判点を述べる。尚、『単一市場レビュー』の分  

析については細谷が詳しい。20）  

（1）『単一市場レビュー』における分析手法   

『単一市場レビュー』の中では、SMPが自動車部門に与えた影響を分析するため、大きく2つの点  

からアプローチを行っている。1つはマクロ的視点から検証するものであり、もう1つは個別事例分  

析である。   

前者では、分析のための手法として、「仮説の階層構造」モデルが使われている。これは、ある一つ  

の仮説の有意性それだけで単一市場計画の影響を証明することはできないが、複数の仮説において有  

意であると示された場合、単一市場計画の影響がより確かなものになるという考えである。図表12、  

13がこのモデルをあらわしている。  

後者は、いくつかのメーカー（日産・フィアット・ボルボ・大字・ルノー）への聞き取り調査である。  

各企業は、その属するグループの代表的サンプルとして抽出されている。日産は欧州に初めて拠点を  

持った日本企業として、フィアットは母国市場で強力なブランドカを持つ代表的な域内メーカー、ボ  

ルボは母国市場が小規模ながら、長い国際化の軽験を持つ新加盟国スウェーデンのメーカーであり、  

大字は欧州市場への新規参入者で母国自動車産業の急成長を象徴する韓国メーカー、ルノーは、EU内  

でGM・フォードに次ぐ第三位メーカーであるという点が、それぞれ研究対象となった理由である。  

66   



（2）『単一市場レビュー』での結論  

以上の分析の結論として、市場アクセス・市場集中・部門内収益性・価格差・配給構造・雇用に関  
しては、単一市場計画の効果が限定的であると結論づけられている。これは、図表14にあるように、  

「その他の要軌も大きく、単一市場計画の直接的な効果は証明されないということである0  
対して、単一市場計画が大きな影響を与えたのは、投資構造やR＆Dといった分野であり、中でも  

「全型式認証制度」がR＆D費の削減と集中に直接的に作用したとしている0また新規参入企業にとっ  

て軋以前に比べて非常に有利な構造となることで、単一市場計画が間接的に戦略に影響を与えたと  

いうルノーの見解も示されている。  

（3）『単一市場レビュー』の結論に対する反論   

以上のように『単一市場レビュー』においては、単一市場計画の効果の評価が限定的なものとなっ  

ているが、この理由として、次の四点が考えられる。21）①『単一市場レビュー』の発刊が97年であ  

り、投資収益リードタイムが非常に長い自動車産業の変化を見るには、充分な長さと言えないこと0  

②自動車産業が成熟産業であり、市場統合の見通し以前からグロー／†ルな視点で市場開拓に動いてい  

たこと。③三幸で述べたように、ブロックエグゼンプションの改訂や税制の調和が進んでいなかった  

こと。ただし2002年の改訂により、今後の動きに注意が必要である。④グローバリゼーションや市場  

条件などは、欧州市場統合とも密接な関わりがあり、複合的に企業の行動に影響を与えていると考え  

られるが、『単一市場レビュー』のような分析手法であると、どうしても過小評価されがちであること。  

以上より、Ⅳで述べた変化を推進したものとして、欧州市場統合の役割がそれほど小さかったとは言  

い切れないと考える。  

Ⅵ おわりに   

以上に見てきたように、『単一市場レビュー』では限定的な評価が下されているが、これにはいくつ  

かの問題点がある。欧州市場統合は、市場統合本来の理論的目標を達成する前段階にあると考えられ、  

域内外の企業や消費者という主体に与えた影響は小さくない。特に「全型式認証制度」などの制度統  

一軋企業に戦略上の集中を可能にし、規模の経済を生じさせた。ブロックエグゼンプションの改訂  

や環境規制などに伴い、今後の欧州自動車市場は更なる競争へと進んでいく。欧州企業・アメリカ企  

業・日韓企業による争いは、今後益々カロ速度を増し、消費者の利便が更に拡大することが考えられる0  
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［資料］  

＜図表1＞日本車輸出規制の歴史  

慢 

、壷琵琶還冨遠望冨壷琵琶芸違憲忘書芸冨旨   

打耐雪豊≡誇撼合評究繭  

l井上隆一郎、三菱総合研究所  

たl肋：招椚l・ll＼imcd．O一致／imcbomeロa  惣感幽より。】  

＜図表2＞ブロックエグゼンプションの改訂点  

肝臓憲蛋監護紘患繍発弼  

【井上隆一郎、三和総合研究所  

htぬ：損叩澗・．竜田IC扇、Or庄／imcho汀昭na   …麺感麹感より。】  
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＜図表3＞2002年上位5グループの販売台数シェア（北米と欧   

北米  欧州   

GMグループ   GMグループ   18．   

フォードグループ   22．   VWグループ   16＿   

Dクライスラーグル  プ19＿  プジョーグループ   

トヨタグループ   9．   ルノーグループ   

フォードグループ   

計   100．d  計  190・   

【出典：トヨタ、TMCResearchDivAug2003 を基l 

・l、ヰ∴∴、∴〆∴∴ニて1∴〆J．√、㌔  
【出典：JETROユーE］トレンド2002年9月号、Report4：ボー≡  

【出典：JETROユーロトレンド2002年7月号、Repo托6：チェコ・ハ：  
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＜国表6＞  
EU域内輸送のコストと時間の変化   

Nationalityofhaul  Cabotage／CrOSS－b EIiminationOfbordertimes   

ベルギー   －4．1   －2．0   

ドイツ   －3．3   －2．1   

デンマーク   －4．1   －2．1   

スペイン   －3．3   －1．8   

フランス   －3．3   －2．0   

UnitedKingdom   －3．3   †1．9   

イタリア   －3．3   －2．1   

ニオうシ・ダ   ヰ．1   一 

r出典：TheSinlqeMarketReview．1997．p．．1  

6  

5  

【出典：EUROSTAT、Jntra－EUexportsbyproductsより作鐙  

＜図表8＞上位10モデルトータルの市場占有率  

Belgium  German  Spain  France  ttary  Po托uga  Sweden  UK   
1989   36．5   49．4   54．3   61．9   59．1   59．8   46．9   4臥7   

1995‖9  4）35．9   49．2  49．5   50．9   46．1   59．3  51．8   49．2   
★SDain．Itarv．Sweden．UKは1994年の望  
★Sweden，UK以外では占有率が下がり、モデル敦の増加が示唆される。  

r乃e5肋血e抽夜eモ尺ev始舶97．D．46－D．50より僻  
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＜国表9＞ユーロ域内での車両価格の差（ABセグメントの代表的5モデル）   

★ユーロ域内の最高価格地域と最低価格地域で比べた価格差（課税前）  

★ユーロ域内＝通貨同盟加盟国。2000年以前は＝カ臥2001年以降はギリシア含尋  

★02年以前領国通貨を換算して比較。以鱒浩㌃慧志望蕊惣一 【出典：欧州委鼻会資料より作成】  
＜図表10＞EU諸国内の新車購入時の価格差  

（VWGoは1関S年．11月）  
J
 

＊税抜き価格では最安国オランダを1、税込価格では長安国スペインを1として   
【出典：日本自動車工業会調査委具合・海外調査部会『1998年度海外の自動二  

葉・市場および政策の現状と展望』より作成。  

＜図表11＞車両価格を100としたときの税率  
ザ′一間抑〉：仏米珊酬♪J々郡脚ヰ坪珊↑酬醐坤酬脚←沖醐ヾ酬脚レ柁脚〝湘モ妙酬酬罪・澗卒研・澗：祝亡増加加洒㈱ヰ刷別間聞役咄′〝脚脚   掛
野
由
師
勝
髄
油
断
儲
 
諷
二
瀾
節
電
 
 

敵  軍   鮎   陰  鋸   鞘埴  軍   務  も   軋  浄  雫   翫醒  

＊グラフの濃い部分がⅤだr、薄い部分がSdes／R喝is血血n触  

【出典：欧州委員会也Ⅸ」卯i血03」月Uより1  
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＜国表12＞仮覿の階層横億  

【出典：TheSinlgeMarketReview，1997，P．．2O＆細谷【2002］J  
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＜国表13＞仮鋭と検証、期待されるSMPとの適合度  

期待される  
SMPインバク  分析鏑黒  

市場アクセスは改善さ  
る  

岡優艶は以下のより鮮純な仮説によってカバーされる。全件として、SMPは市場アクセス  
したとする我々の結論と一致する．  

○  

（⊃  

0  

0  

0  

0  

相対的にEU内貿易は上  
昇する  

EU肉食易の総体的計軌ま、この仮説の証明に失敗した。以下で論じるように、いくつか  
国ではSMのインパクトが他の重民lによって螢妻度を増した可能性がある．  

モデル数りてリエーシ  
は増大する  

仏・独ではモデル致・バリエーションの劇的な増加が見られたが、仏では上位10モデノ  
は下落し．市塙が断片化する港療が見られた．  

国内版尭／全販売比は低     下する  

いくつかのメーカーで国内版克／全販売比は蝕する一方で、他のメーカー（特にドイツ  
シェアは上昇した．ドイツ統一がこれらの結果の一要因であるれ  

加盟周の個人消費に  
同によって分析の結果にばらつきがあった。輸出入の決定においてはSHPよりもむしろ他  
国がより玉章な役割を演じたようである。   

いくつかの国内メーカーのシェアが低威する一方で、ドイツメーカーの国内シェアは上昇  
イツ疲－がこ九らの結果の一等国である．   

1992年よ甘仏・独メーカーのシェア格差は加盟国全体にわたって低減した。伊についてl  
レートの乱高下VOlati暮h／が我々の結論に影響を与えた追加的な蓼周であったれ  

集中度は上位3牡ならびに上位10牡で上昇した。総資本利益率（稼動資本に対する収益の  
蛮lで一計瀾した場合．」収益件は舵下している．   

いくつかのモデルで価格化差は低下した。  

EU加盟内朋では、配給横遂に大きな差異が残されている。  

るEU肉食易の度合いは  
上昇する   

メーカーの国内シェアI  

耽下する  

メーカーのシェアは加   
国間で均等化する  

血争と市場集中度は上      する  

加盟眉間で車両価櫓偵    勤しにくくなる  

全ヨーロッパ規躾で  
販売ネットワークが  

する  

生産コストは低下する   EU霜メーカーはよ排他味規頓で競争的となり、平均実質労働コストは近年低下している。  

EU生産者は生産せぢの漸次的改善を行ったが、これら改善はSMPの実施以前に始まった である。  生産性闇上昇する   

雇用水準は、EUメーカ  
のせ争力上昇と競争敦  

EU籠メーカーによる麗剛ま、1992年－1994年で9％低下した。  

FDlの放れの分析は、企業のSHPの好ましいインパクトを予想していたことを示した。い  
メーカーのFD】桝は、SMP戦略というよりも、むしろグローバルな戦略に基づくものの  
る【数プラントカI隕鎖されている轟  

購買はより国靴されており、供給業看はより国際化されている。これらの結果もまた、  
グローバJH闇笠の到黄点の皮瞳でありうる《  

の開披的な結果として  
下する  

EU内投資横道は変化す  
る  

○  

部品供給はより全ヨー  
パ線惑に放る  ○  

車両の「全型式艶証jの調和は」研究開発コストに直接的なインパクトを与えてきた。U  
研究阿発コストは低下  

る  
準がすでに実施されているため、いくつかの部品に関する型式敵証の調和によるインパタ  
定的であった轟  

EU鶉自動車メーカーの  
ローバル鏡争力は上昇  非EU市場向け輸出の乗数盈は増えたが、EU籍メーカーが有するシェアは低下した。  

栴章：適合度を示すために、チェック・システムを用いた。   
000はSMPが駐捷的なインパクトを有していたことを示す  
00はS仰が結果を促したことを示す  
○は鈷果がある範囲で期待されるインパクトと一貫（相開）することを示す  
一比イーン′一々トが允いこ」L参・差す  

【出典：TheSin暮geMarketReview，1997，P．．143－144＆細谷【2003］よ（  
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＜国表14＞「他の諸要因」の影響度  

グ  過  S  

M  

仮説   市 場 統  ド イ ツ 統  、薪 モ デ ル 投   口 馳 u  
ノ   

n  j胞射的ヒEU内管易は鰭士する  「）  

∩  ∩    nn          ∩  
nn  nn  ∩   

nm  亡）   

∩  ∩  

各メーカー圧l内賑叢シTアl土」虻下する  ∩  ∩  「）  ∩   

7  蕗亀が激化．し盲有i星豊中摩はト鼻する  ∩      ∩（「（「    ∩  ∩  
る  

9  合ヨ一日、ソパ揚j陸で防毒・盲増象ぇりトワークが一生足する  ∩  

∩（1  nn  

r）（つ  

∩  nn  

nn  ∩   

口  竜払晶健一験壇；生はより全ヨーEいりパ鰻糧に点る  nn  ∩  

ーバル壷亀力は：唐土する   ∩  （「「）  ∩  ∩   

r出典：TheSinlqeMarketReview，1997．p．．146－147＆細谷r2003l．  

75   


